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広 報 資 料 

（経済同時） 

 令 和 ３ 年 ８ 月 ６ 日 

京 都 市 産 業 観 光 局 
(担当：産業企画室 TEL 075-222-3371) 

 

第139回京都市中小企業経営動向実態調査の結果概要について 

 

京都市では，市内の中小企業者の経営実態や経営動向を把握するため，四半期ごとにアンケー

ト調査を実施しています。この度，第 139 回（令和 3 年度第一四半期）調査を実施し，その結果

をまとめましたので，お知らせします。 

また，今回は付帯調査として，「デジタル化に関する取組」について調査しましたので，その結

果の概要も併せてお知らせします。 

 

＜市内中小企業の景況について（別紙１参照）＞ 

１ 今期（令和３年４月～６月期）実績 

・ 今期の企業景気DIは，全産業で＋17.4ポイント（22.2→39.6）と大きく持ち直しているも

のの，比較対象である前年同期は，初めての緊急事態宣言下で過去最低のDI値を記録してい

たものであり，また，前々年同期と売上を比較すると，8割超の企業が減少したと回答してい

る（P3 参照）ことから，新型コロナウイルス感染症の影響により，市内の中小企業が引き続

き厳しい状況下にあることが窺える。 

・ 業種別では，製造業で＋20.5 ポイント（24.3→44.8），非製造業で＋15.3 ポイント（20.3

→35.6）。 

・ 製造業については，8業種全てでDIが増加している。非製造業では，「建設」の1業種のみ

DIが低下したが，「卸売」「小売」「飲食・宿泊」「サービス」の4業種は増加し，「情報通信」

は増減なしとなった。 

・ また，観光関連※については，＋26.0 ポイント（1.9→27.9）となっているが，事業者から

は，依然として厳しい状況下にあるとの声が数多く寄せられている。 

 

⑴ 製造業（ DI：44.8（前回調査比＋20.5ポイント）） 

 ➢ DI増加：8業種（西陣，染色，印刷，窯業，化学，金属，機械，その他の製造） 

   DI減少：なし 

  【事業者の声】 「ネット販売が好調」（下京区／その他の製造） 

「極めて厳しかった前年と比較すると，今年は少し改善している」（南区／機械） 

「緊急事態宣言により，観光やイベント関連の売上が減少した」（中京区／印刷） 

「コロナの影響もあり，関東方面（主に東京）への営業ができていない」（下京区／その他の製造） 

⑵ 非製造業（ DI：35.6（前回調査比＋15.3ポイント）） 

 ➢ DI増加：4業種（卸売，小売，飲食・宿泊，サービス） *「情報通信」は増減なし 

   DI減少：1業種（建設） 

  【事業者の声】 「仕入商品を減らし，自社製造商品を増やすことで利益率を改善した」（中京区／小売） 

「企業の設備投資意欲が低いため，案件が少なく競争が激化している」（伏見区／建設） 

「緊急事態宣言が発令されたため，営業活動さえもできなかった」（下京区／サービス） 

「コロナの影響によりウェディング業界不振」（上京区／卸売） 

＜参考＞ 観光関連※（ DI：27.9（前回調査比＋26.0ポイント）） 

  【事業者の声】 「前年よりは微増したが，コロナにより休業せざるを得なかったため，経常利益は赤字」（北区／飲食・宿泊） 

                  「コロナが感染拡大する前はインバウンド客も多かったが，現状は来店客も少なく厳しい」（左京区／飲食・宿泊） 

         「コロナの影響で休業したため，売上低下」（東山区／飲食・宿泊） 

 

 

 

※ 観光関連とは…観光客を対象とする製品を作る製造業，商品を扱う卸売業，小売業及びサービスを提供するサービス業

のうち，観光関連の売上高が，総売上高の25％以上を占める事業者を指す。 
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２ 来期（令和３年７月～９月期）見通し 

・ 来期の見通しについて，全産業の企業景気DIは，今期実績と比較して＋2.0ポイント（39.6

→41.6）。厳しい見通しを示す意見は依然として多いが，ワクチンの普及やオリンピックの効

果に期待を寄せる意見等も一部見られた。 

・ 業種別では，製造業が▲0.3ポイント（44.8→44.5），非製造業が＋3.6ポイント（35.6→39.2）。 

・ 製造業については，「染色」「印刷」「窯業」「化学」の4業種でDIが低下し，特に「窯業」は

▲16.6ポイントと大幅な減少となった。一方で，「金属」「機械」「その他の製造」の3業種は

増加し，「西陣」は増減なしとなった。 

・ 非製造業については，「卸売」「小売」の2業種でDIが低下したが，「飲食・宿泊」「サービス」

「建設」の3業種は，いずれも10ポイント以上増加した。「情報通信」は増減なしとなった。 

・ 観光関連では，緊急事態宣言解除後の需要回復や，ワクチンの普及やオリンピックの効果

への期待もあり，＋13.6ポイント（27.9→41.5）増加した。 
 
 

⑴ 製造業（ DI：44.5（今期実績比▲0.3ポイント）／4業種が減少，3業種が増加を見込む） 

  【事業者の声】 「半導体関係で少し動きが出ている」（山科区／機械） 

「自動車の生産が好調なため」（伏見区／金属） 

「コロナの拡大で工事範囲や工期の変更，工事の延期など，現場によって影響が出ている」（山科区／化学） 

「前年からのコロナの影響により，観光土産や贈答品の売上がかなり厳しい状況」（左京区／その他の製造） 

⑵ 非製造業（ DI：39.2（今期実績比＋3.6ポイント）／2業種が減少，3業種が増加を見込む） 

【事業者の声】 「コロナ禍によって沈滞ムードが漂っており，仕事が停止・遅延している」（下京区／卸売） 

「コロナ禍による得意先の飲食店の時短・休業の影響が大きい」（南区／小売） 

「コロナの影響も少なくなり会員数も戻っている。短期教室などを開催予定」（右京区／サービス） 

「ワクチンの普及やオリンピックの開催などによる回復が見込まれる」（下京区／建設） 

＜参考＞ 観光関連（ DI：41.5（今期実績比＋13.6ポイント）） 

【事業者の声】 「ワクチン接種が増えて観光客が戻ることを期待」（左京区／小売） 

「春の修学旅行が9月以降に延期されており，今後の見通しは不明」（左京区／飲食・宿泊） 

「オリンピック開催による景気回復を期待」（東山区／その他の製造） 

 

３ 当面の経営戦略 
 
・ 当面の経営戦略として，「営業力の強化（59.7％）」を挙げる企業が，前回調査に引き続い
て最も大きな割合を占めている。 

・ 前期との比較では，「新規産業分野への進出（20.1％）」のみが＋0.4ポイントと微増してい
る。一方で，その他の項目は全て割合が減少している。順位については，「新規産業分野への
進出」が一つ順位を上げた以外に変動はない。 

 

４ 経営上の不安要素 
 
・ 経営上の不安要素は，前回調査に引き続き「売上不振（52.3％）」が最も高い割合となって
いるが，回答した企業の割合は▲9.7ポイントと4四半期連続で減少している。 

・ 一方で，「原材料価格上昇」及び「仕入値上要請」といった売上原価の上昇項目は，4 四半
期連続で増加している。 

・ 経営上の不安要素として「売上不振」をトップとして挙げた業種は，製造業では 8 業種の
全て，非製造業では6業種中4業種であり，特に「西陣」は80％超となっている。前期に引
き続き，ほとんどの業種において新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により，売上高
の減少が深刻であることが窺える。 
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５ 新型コロナウイルス感染症による売上の減少（令和３年４・５月） 

 
・ 新型コロナウイルス感染症の影響がない前々年と比較した場合，売上が減少した企業の割合
は4月が84.4％，5月が85.1％となった。両月ともに「50％以上の減少」が最も高い割合とな
っており，4月は23.7％，5月は26.2％だった。業種別では，「西陣」「窯業」「その他の製造」
「小売」「飲食・宿泊」は，4月，5月ともに「50％以上の減少」が最も高い割合となっている。
とりわけ「飲食・宿泊」を中心とした観光関連の企業の 8 割超が「50%以上の減少」となって
おり，非常に厳しい状態であることが窺える。 

・ 前年と売上を比較した場合，減少した企業の割合は，4月が65.5％，5月が63.5％となって
おり，令和2年4月16日から令和2年5月21日に緊急事態宣言が発出されていた時期と比較
しても，依然として厳しい状況にあることが窺える。 

・ これらのことから，現状では売上が回復しつつある企業も見られるが，依然として，新型コ
ロナウイルス感染症の影響の長期化により，売上高の減少が深刻であることが窺える。 

 
 

（参考）1 調査対象企業数800社。うち488社が回答（回答率 61.0％） 

2 

 

 
 

（上昇，増加と回答した企業割合）－（低下，減少と回答した企業割合）

2
企業景気DI＝ ＋50
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＜付帯調査：デジタル化に関する取組について（別紙２参照）＞ 

１ ＩＴツールの導入状況 

  ～業務によってＩＴツールの導入状況に偏りがあるという結果に～ 

 ⑴ ＩＴツールの導入状況 

   業務にＩＴツールを導入し「活用している」と回答した企業は68.5％で，「活用していない」

と回答した企業31.5％を上回った。業種別に見ると，製造業，非製造業ともにすべての業種

で「活用している」との回答が5割以上となり，「活用していない」を上回った。 

 ⑵ ＩＴツールを導入していない理由（⑴で「活用していない」と回答した企業に対して質問。複数回答可）  

   業務にＩＴツールを導入していない理由として，「ＩＴを使いこなせる人材がいない」と回

答した企業が 42.6％と最も多く，次いで「導入効果が分からない」が 32.6％，「コストが負

担できない」が29.8％となっており，専門知識を持つ人材の確保や育成，システム導入経費

等の負担が大きな課題となっていることが判明した。 

 ⑶ ＩＴツールを導入している業務（⑴で「活用している」と回答した企業に対して質問。複数回答可） 

   「財務・会計」と回答した企業が89.7％と最も多く，業種別に見ても，製造業では8業種

中7業種，非製造業では6業種中5業種でトップとなった。続いて，「販売」が74.5％，「人

事・給与」及び「社内の情報共有」がそれぞれ72.9％と多くなっている。一方で，「物流」や

「カスタマーサポート」等は，ＩＴツールを導入している企業が少なく，それぞれ25％程度

となっている。 

   また，ＩＴツールを導入する際の方法については，「財務・会計」「人事・給与」「販売」で

は「パッケージソフト」を導入している企業が最も多く，「社内の情報共有」には「情報端末」

を導入している企業が最も多くなっている。 

 

２ デジタル化に関する将来的な取組 

  ～ＩＴ人材の確保やコストの負担が大きな課題に～ 

 ⑴ デジタル技術を活用した新製品・新サービスや新たなビジネスモデルの構築への関心 

   関心が「ある」と回答した企業が49.7％と，約5割近くに及んだ。次いで「分からない」

が29.3％，「ない」と回答した企業は18.3％だった。 

 ⑵ 上記⑴に取り組むうえでの課題 

   「ＩＴを使いこなせる人材がいない」と回答した企業が43.8％と最も多く，「導入効果が分

からない」が 37.4％，「コストが負担できない」が 36.6％と，１⑵「ＩＴツールを導入して

いない理由」と同じ結果になった。 

 ⑶ ＩＴ担当者の有無 

   ＩＴ担当者が「いない」と回答した企業が50.4％と最も多く，「いる」と回答した企業も，

兼任が39.6％で，専任の担当者がいる企業は僅か8.5％だった。 

 ⑷ 上記⑴に取り組むうえで必要と思われる支援（複数回答可） 

   必要な支援は「補助金」が70.5％と，コスト面での支援を求める企業が最も多かった。続

いて「専門家派遣」が32.9％，「相談窓口」が26.0％だった。 


